




































































































































（ 2 ）　カントンとはスイス連邦（Confoederatio Helvetica CH）の連邦構成州・邦の
ことである。カントンの略号と名称を連邦憲法に記載された順番でいえば、ZH 
Zürich チューリヒ、BE Bern ベルン、LU Luzern ルツェルン、UR Uri ウーリ、
SZ Schwyz シュヴィーツ、OW Obwalden オプヴァルデン、NW Nidwalden ニー
トヴァルデン、GL Glarus グラールス、ZG Zug ツーク、FR Fribourg / Freiburg
フリブール / フライブルク、SO Solothurn ゾロトゥルン、BS Basel─Stadt バーゼ
ル・ シ ュ タ ッ ト、BL Basel─Landschaft バ ー ゼ ル・ ラ ン ト シ ャ フ ト、SH 
Schaffhausen シャフハウゼン、AR Appenzell Ausserrhoden アペンツェル・アウ
サーローデン、AI Appenzell Innerrhoden アペンツェル・インナーローデン、SG 
St. Gallen ザンクトガレン、GR Graubünden/Grigioni/Grischun グラウビュンデン
/ グリジョーニ / グリシュン、AG Aargau アールガウ、TG Thurgau トゥールガ
ウ、TI Ticino ティチーノ、VD Vaud ヴォー、VS Valais/Wallis ヴァレー/ ヴァリ
ス、NE Neuchâtel ヌシャテル、GE Genève ジュネーヴ、JU Jura ジュラの26のカ
ントンがスイスにある。











































































































































（ 5 ）　2019年 1 月現在、アペンツェル・インナーローデン（AI）とグラールス
（GL）でランツゲマインデが維持されている。定例会（常会）のランツゲマインデ




が、ほかのカントンと同様に議会（AI では議員定数50名の Grosser Rat が、
GL では議員定数60名の Landrat）があり、法案や予算案の準備、議会決議、
カントン政府・行政・司法への監督などの任務を果たしている。このため
















































（ 6 ）　KV/AG Art. 121, KV/AR Art. 112Abs.1, KV/AI Art. 48 Abs.1, KV/BE Art. 127 
Abs.1, KV/BL Art. 143 Abs.1, KV/BS Art. 137, KV/GL Art. 138 Abs.1, KV/GR Art. 
101 Abs.1, KV/JU Art. 135 Abs.1, KV/NE Art. 100 Abs.1, KV/OW Art. 110, KV/SG 
Art. 112 Abs.1,  KV/SH Art. 114 Abs.1, KV/SO Art. 137Abs.1, KV/SZ Art. 89 
Abs.1, KV/TG Art. 94 Abs.1, KV/TI Art. 82 Abs.1, KV/UR Art. 119, KV/ZG Art. 
79 Abs.1, KV/ZH Art. 132 Abs.1.
（ 7 ）　KV/FR Art. 144（Totalrevision）, Art. 145（Teilrevision）, KV/NE Art. 92
（Teilrevision）, Art. 93（Totalrevision）, KV/VD Art. 173（Totalrevision）, Art. 174
（Teilrevision）.









































（ 9 ）　2019年 2 月現在においては、ヴァレーとアペンツェル・アウサーローデンでカ



















































3 回といったところもあるが、ほかのカントンは概ね 5 回ほどの新憲法制定、カン
トン憲法全面改正を経験している。






AI 1872年11月24日 1872年12月23日 BBI 1982Ⅲ842 1829年 4 月30日
ZG 1894年 1 月31日 1894年 6 月26日 BBI 1894Ⅱ278
1873年12月22日
/1876年 5 月15日
VS 1907年 3 月 8 日 1908年 3 月30日 BBI 1907Ⅴ611 1875年11月26日
NW 1965年10月10日 1966年 3 月25日 BBI 1966Ⅰ558 1913年 4 月27日
OW 1968年 5 月19日 1968年12月 3 日 BBI 1968Ⅱ1288 1902年 4 月24日
JU 1977年 3 月20日 1977年 9 月28日 BBI 1977Ⅲ256 （ベルンから分離）
AG 1980年 6 月25日 1981年12月15日 BBI 1981Ⅲ1131 1885年 4 月23日
BL 1984年 5 月17日 1986年 6 月11日 BBI 1986Ⅱ681 1892年 4 月 4 日
UR 1984年10月28日 1985年10月 3 日 BBI 1985Ⅱ1343 1888年 5 月 6 日
SO 1986年 6 月 8 日 1987年 9 月21日 BBI 1987Ⅲ270 1887年10月27日
TG 1987年 3 月16日 1989年12月 4 日 BBI 1989Ⅲ1722 1869年 2 月28日
GL 1988年 5 月 1 日 1989年12月 4 日 BBI 1989Ⅲ1723 1887年 5 月22日
BE 1993年 6 月 6 日 1994年 9 月22日 BBI 1994Ⅲ1883 1893年 6 月 4 日
AR 1995年 4 月30日 1996年 9 月16日 BBI 1996Ⅳ866 1908年 4 月26日
TI 1997年12月14日 1999年 9 月 3 日 BBI 1999Ⅲ2586 1830年 7 月 4 日
CH 1999年 4 月18日 1998年12月18日 BBI 1999 162 1874年 5 月29日
NE 2000年 9 月24日 2001年 4 月11日 BBI 2001 2485 1858年11月21日
SG 2001年 6 月10日 2002年 6 月13日 BBI 2002 4471 1890年11月16日
SH 2002年 6 月17日 2003年 9 月24日 BBI 2003 6877 1876年 3 月24日




2004年 6 月15日 BBI 2004 3643 1892年10月 2 日
FR 2004年 5 月16日 2005年 6 月13日 BBI 2005 4245 1857年 5 月 7 日
ZH 2005年 2 月27日 2005年12月15日 BBI 2006 341 1869年 4 月18日
BS 2005年 3 月23日 2006年 9 月28日 BBI 2006 8663 1889年12月 2 日
LU 2007年 6 月17日 2008年 6 月12日 BBI 2008 5789 1875年 1 月29日
SZ 2010年11月24日
2013年 3 月14日※




GE 2012年10月14日 2014年 3 月20日 BBI 2014 3017 1847年 5 月27日
※ KV/SZ48条 3 項の規定が議会選挙に比例代表制をとるとしながら、定数の著しく少ない選挙区の設定を















































































































































































































































NW 1965 KR（＊ LG）





















































































（12）　KV/AI Art. 7 bis Abs.1






















（13）　KV/AG Art. 64 Abs. 1, Art. 123 Abs.1, KV/AR Art. 51 Abs. 1  Buchst. a, Art. 
114 Abs.2, KV/AI Art. 7 bis Abs. 1, Abs. 2, Art. 48 Abs. 4, KV/BE Art. 58 Abs. 1  
Buchst. a, Art. 129 Abs. 1, KV/BL Art. 28 Abs. 1, Art. 144 Abs.1, KV/BS Art. 47 
Abs. 1, Abs. 2, Art. 138 Abs. 1, KV/FR Art. 41 Buchst. a, Art. 144 Abs. 1, KV/GE 
Art.56 Abs. 1, Abs.2, KV/GL Art. 138 Abs3, KV/GR Art. 12 Abs. 1, Art. 101 Abs.3, 
KV/JU Art. 75 Abs. 1, Art. 137 Abs.1, KV/LU Art. 20, KV/NE Art. 101 Abs. 1, KV/
NW Art. 54, KV/OW Art. 61 Abs. 1, KV/SG Art. 41 Buchst. a, KV/SH Art. 27 Abs. 
1  Buchst. a, Art.116 Abs. 1, KV/SO Art. 29 Abs. 1, Art. 139 Abs. 1  Buchst. a, KV/
SZ Art. 28 Buchst. a, KV/TG Art. 26 Abs. 1, KV/TI Art. 83 Abs. 1  Buchst. c, KV/
UR Art. 121 Abs. 1, KV/UR Art. 27 Abs. 1, Art. 28 Abs. 1, KV/UR Art. 27. Abs. 1, 
Art. 28 Abs. 1, KV/VD Art. 78 Buchst. a, Art. 173 Abs. 1, KV/VS Art. 100 Abs. 1, 
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表 3　憲法全面改正の起草・審議主体
カントン 改正年 新憲法の起草・審議主体
AI 1872 KR kl. VR（リベラル 3 、保守 4 ）
ZG 1894 KR
VS 1907 KR







TG 1987 KR 事前に RR 任命の委員会あり
GL 1988 KR
BE 1993 KR KR 任命の憲法委員会
AR 1995 KR KR から44人の委員会
TI 1997 KR EK（RR 任命）
CH 1999 SR NR 意見聴取手続への草案作成に EK（BJ 編成）
NE 2000 KR KR から25人の委員会
SG 2001 KR KR から29人の委員会（のち増員）
SH 2002 KR SpeziaIkommission
VD 2003 VR（180人）




LU 2007 KR 21人の憲法委員会（Franz Wicki 委員長）

































































































（16）　現行憲法の規定としては、KV/AG Art. 124, KV/BL Art. 144 Abs. 2, KV/OW 
Art. 122 Abs. 2, Abs. 3, Abs. 4, KV/UR Art. 121 Abs. 2, Abs. 3.
（17）　現行憲法の規定としては、KV/BE Art.129 Abs. 1, Abs. 2, KV/FR Art. 144 
Abs. 2  Buchst. B, Abs. 3, KV/NE Art. 100 Abs. 2, Abs. 3, KV/NW Art. 93 Abs. 2, 
Abs. 3, KV/SG Art. 114 Abs. 2, Art. 115, KV/SH Art. 116 Abs.1, Abs.2, KV/SO Art. 
139 Abs. 1  Buchst. b, Abs. 2, KV/TI Art. 84 Abs. 1, Abs. 3, KV/VD Art. 173 Abs. 










































AI 1872 1872年11月24日 臨時 LG において承認 1872年12月11日 BBI 1872Ⅲ842
ZG 1894 1894年 3 月18日 1547 456 1894年 4 月11日 BBI 1894Ⅱ278
VS 1907 1907年 5 月12日 8144 2621 1907年11月 1 日 BBI 1907Ⅴ611
NW 1965 1965年10月10日 臨時 LG において承認 1965年12月17日 BBI 1965Ⅲ619
OW 1968 1968年 5 月19日 2388 645 1968年 6 月24日 BBI 1968Ⅱ53
JU 1977 1977年 3 月20日 27061 5749 1977年 4 月20日 BBI 1977Ⅱ264
AG 1980 1980年 9 月28日 35464 17418 1981年 4 月15日 BBI 1981Ⅱ249
BL 1984 1984年11月 4 日 16522 16264 1985年 8 月21日 BBI 1985Ⅱ1157
UR 1984 1984年10月28日 3229 1962 1985年 5 月 8 日 BBI 1985Ⅱ681
SO 1986 1986年 6 月 8 日 29314 12417 1987年 5 月16日 BBI 1987Ⅱ642
TG 1987 1988年12月 4 日 33975 29804 1989年 8 月23日 BBI 1989Ⅲ873
GL 1988 1988年 5 月 1 日 LG において承認 1989年 6 月23日 BBI 1989Ⅲ730
8 E 1993 1993年 6 月 6 日 266362 75911 1994年10月 4 日 BBI 1994Ⅰ401
AR 1995 1995年 4 月30日 LG において承認 1996年 1 月10日 BBI 1996Ⅰ1021
TI 1997 1997年12月14日 40455 10984 1998年 9 月16日 BBI 1998Ⅴ5494








NE 2000 2000年 9 月24日 30513 9327 2001年 9 月20日 BBI 2001 5765
SG 2001 2001年 6 月10日 81983 32253 2001年12月19日 BBI 2002 1869





2003年 5 月13日 BBI 2003 3347








2004年 3 月 5 日 BBI 2004 1107
FR 2004 2004年 5 月16日 44863 32446 2004年12月22日 BBI 2005 403
ZH 2005 2005年 2 月27日 185723 103368 2005年 8 月17日 BBI 2005 5239
BS 2005 2005年10月30日 24484 8742 2006年 5 月24日 BBI 2006 5113








2012年 8 月15日 BBI 2012 7913
GE 2012 2012年10月14日 40849 34690 2013年12月17日 BBI 2013 9275
※投票数下段はカントンの数。※※第 1 案と別案を同時に投票。
※カントン議会の選挙制度について別案があったため。
※※小選挙区制を許容する48条 3 項が連邦保障を受けられず、48条 3 項だけ部分改正したため。


















































































































































































（22）　BV Art. 186 Abs. 1.
































（24）　KV/BE Art. 126, KV/BS Art. 126 Abs. 1, KV/SG Art. 109 Abs. 1  Buchst. d, 




























（25）　BGE 136 I 376, E. 4.5.




























（26）　BBl 2010 7913ff, BBl 2013 2621.
（27）　BBl 2016 2301.
スイスのカントン憲法の全面改正について（奥田）　　265
し、「 4 　カントン憲法の全面改正における主要問題」においてカントン
憲法の全面改正において取り上げられ整理され、条文に明示された主要問
題を概観し、「 5 　連邦議会でのカントン憲法保障の際に問題になった事
例」において一部の条項について連邦保障がえられなかった例外的なケー
スを紹介した。各カントン憲法の全面改正について全貌を紹介検討するこ
とはできなかったが、憲法全面改正に必要な形式的、手続的、実体的条件
としてはどのようなものがスイスのカントン憲法の全面改正でもとめられ
てきたかということを示すことができたと考えている。まとめていえば、
①憲法改正は部分改正と全面改正とで明確に区別するべきであり、②すく
なくとも発案主体、起草審議主体については全面改正においてはより慎重
な手続が可能になるように配慮すべきであり、③最終的に国民投票で全面
改正の是非を決することが極めて重要である、ということがいえると考え
ている。また、④スイスのカントンのカントン憲法の全面改正は以上の 3
つの条件を満たしているが、十分にその条件を満たしていない例外的な場
合には連邦議会での保障の際に詳細慎重に審議し、連邦憲法51条に抵触す
る条項には連邦保障を出さず、当該条項を部分改正させ、あらためて当該
条項に連邦保障を出すことによって修正をすることもできるということも
示せたと考えている。
